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（単位：千円）
資産の部
Ⅰ　固定資産
　　１　有形固定資産
　　　　　　土地 134,364,778
　　　　　　建物 26,835,579
　　　　　　　減価償却累計額 3,632,988
　　　　　　　減損損失累計額 84,875 23,117,715
　　　　　　構築物 954,431
　　　　　　　減価償却累計額 298,160 656,270
　　　　　　工具器具備品 436,909
　　　　　　　減価償却累計額 192,157 244,751
　　　　　　図書 12,966,164
　　　　　　美術品・収蔵品 747,168
　　　　　　船舶 6,333
　　　　　　　減価償却累計額 2,834 3,498
　　　　　　車両運搬具 11,383
　　　　　　　減価償却累計額 7,266 4,117
　　　　　　　有形固定資産合計 172,104,464

　　２　無形固定資産
　　　　　　ソフトウェア 37,450
　　　　　　電話加入権 845
　　　　　　　無形固定資産合計 38,295

　　３　投資その他の資産
　　　　　　投資有価証券 152,359
　　　　　　預託金 35
　　　　　　　投資その他の資産合計 152,395
　　　　　　　　固定資産合計 172,295,155

Ⅱ　流動資産
　　　　現金及び預金 2,932,275
　　　　未収学生納付金収入 51,628
　　　　　　徴収不能引当金 △ 2,404 49,224
　　　　未収入金 59,680
　　　　　 貸倒引当金 △ 1,830 57,850
　　　　有価証券 204,959
　　　　前払費用 54,830
　　　　立替金 13,120
　　　　仮払金 6,964
　　　　　　　　流動資産合計 3,319,224
　　　　　　　　　資産合計 175,614,380

貸　借　対　照　表
（平成１９年３月３１日）
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負債の部
Ⅰ　固定負債
　　　　資産見返負債
　　　　　　資産見返運営費交付金等 799,665
　　　　　　資産見返補助金等 13,362
　　　　　　資産見返寄附金 871,534
　　　　　　資産見返物品受贈額 12,208,539 13,893,102
　　　　長期寄附金債務 30,631
　　　　引当金
　　　　　　退職給付引当金 17,979 17,979
　　　　　　　　固定負債合計 13,941,713

Ⅱ　流動負債
　　　　運営費交付金債務 416,262
　　　　寄附金債務 1,280,234
　　　　前受受託研究費等 10,260
　　　　前受受託事業費等 6,669
　　　　預り科学研究費補助金等 100,565
　　　　預り金 124,656
　　　　未払金 1,048,999
　　　　未払消費税等 3,411
　　　　引当金
　　　　　　賞与引当金 3,646 3,646
　　　　承継剰余金債務 4,978
　　　　　　　　　流動負債合計 2,999,684
　　　　　　　　　　負債合計 16,941,398

資本の部
Ⅰ　資本金
　　　　政府出資金 157,843,537
　　　　　　　　　資本金合計 157,843,537

Ⅱ　資本剰余金
　　　　資本剰余金 4,070,378
　　　　損益外減価償却累計額（－） △ 4,010,533
　　　　損益外減損損失累計額（－） △ 84,875
　　　　　　　　　資本剰余金合計 △ 25,030

Ⅲ　利益剰余金
　　　　教育研究の質の向上及び組織運営の改善積立金 445,203
　　　　当期未処分利益 387,483
　　　　（うち当期総利益） (387,483)
　　　　　　　　利益剰余金合計 832,687
Ⅳ　その他有価証券評価差額金

21,786
　　　　　　　　　資本合計 158,672,981
　　　　　　　　　　負債資本合計 175,614,380
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（単位：千円）
経常費用
　　業務費
　　　　教育経費 1,042,735
　　　　研究経費 739,325
　　　　教育研究支援経費 458,961
　　　　受託研究費 48,343
　　　　受託事業費 113,702
　　　　役員人件費 87,761
　　　　教員人件費 5,429,583
　　　　職員人件費 1,749,102 9,669,516
　　一般管理費 704,836
　　財務費用
　　　　為替差損 440 440
　　雑損
　　　　その他 205 205
　　　　　　　　経常費用合計 10,374,999

経常収益
　　運営費交付金収益
　　　　運営費交付金収益 5,825,741
　　　　資産見返運営費交付金等戻入 14,982 5,840,723
　　授業料収益
　　　　授業料収益 3,066,670
　　　　資産見返運営費交付金等戻入 20,487 3,087,158
　　入学金収益 465,130
　　検定料収益 141,622
　　受託研究等収益 48,343
　　受託事業等収益 113,702
　　補助金等収益
　　　　補助金等収益 145,013
　　　　資産見返補助金等戻入 403 145,417
　　寄附金収益
　　　　寄附金収益 415,772
　　　　資産見返寄附金戻入 26,307 442,080
　　その他収益
　　　　施設費収益 52,335
　　　　資産見返物品受贈額戻入 22,205 74,540
　　雑益
　　　　版権料収益 1,865
　　　　施設使用収益 74,639
　　　　手数料収益 1,515
　　　　寄宿料収益 66,221
　　　　文献複写料収益 5,832
　　　　宿舎料収益 12,010
　　　　雑収入 241,679 403,764
　　　　　　　　経常収益合計 10,762,483
　　　　　　　　経常利益 387,483

当期純利益 387,483
当期総利益 387,483

損　益　計　算　書
（平成１8年４月１日～平成１9年３月３１日）
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（単位：千円）

Ⅰ

原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 2,210,909

人件費支出 △ 7,450,934

その他の業務支出 △ 717,349

運営費交付金収入 5,824,314

授業料収入 2,596,665

入学料収入 456,106

検定料収入 141,622

受託研究等収入 43,992

受託事業等収入 97,733

補助金等収入 153,055

補助金等の精算による返還金の支出 △ 3,887

寄附金収入 740,890

その他収入 414,406

預り金の増減 11,897

　　小計 97,604

国庫納付金の支払額 －

97,604

Ⅱ

有価証券の売却による収入 100,000

有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 668,339

施設費による収入 62,370

　　小計 △ 505,969

利息及び配当金の受取額 －

△ 505,969

Ⅲ

財務活動によるキャッシュ・フロー －

Ⅳ －

Ⅴ 408,365

Ⅵ 3,340,640

Ⅶ 2,932,275

資金減少額

資金期首残高

資金期末残高

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金に係る換算差額

業務活動によるキャッシュ・フロー

業務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ・フロー計算書
（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
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（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益　 　 387,483,922

当期総利益 387,483,922

Ⅱ　利益処分額

国立大学法人法第３５条において準用する
独立行政法人通則法第４４条第３項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額

　教育研究の質の向上及び組織運営の
　改善積立金 387,483,922 387,483,922 387,483,922

利益の処分に関する書類（案）
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（単位：千円）

Ⅰ 業務費用

(1) 損益計算書上の費用

　業務費 9,669,516

　一般管理費 704,836

　財務費用 440

　雑損 205 10,374,999

(2) （控除）自己収入等

　授業料収益 △ 3,087,158

　入学料収益 △ 465,130

　検定料収益 △ 141,622

　受託研究等収益 △ 48,343

　受託事業等収益 △ 113,702

　寄附金収益 △ 442,080

　雑益 △ 239,745 △ 4,537,782

業務費用合計 5,837,216

Ⅱ 損益外減価償却等相当額

　損益外減価償却相当額 1,310,846

　損益外固定資産除却相当額 508 1,311,354

Ⅲ 損益外減損損失相当額 84,875

Ⅳ 引当外退職給付増加見積額 141,902

Ⅴ 機会費用
　国又は地方公共団体の無償

　又は減額された使用料によ

　る貸借取引の機会費用 23
　政府出資の機会費用 2,615,441 2,615,464

Ⅵ （控除）国庫納付額 －

Ⅶ 国立大学法人等業務実施コスト 9,990,813

国立大学法人等業務実施コスト計算書
（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）
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注記事項             
 
Ⅰ 重要な会計方針 
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用している。 
なお、退職一時金については費用進行基準を、学内予算配分のうち学長が認めた研究プ

ロジェクト等については成果進行基準を採用している。また、「特別教育研究経費」「特殊

要因経費」に充当される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い成果進

行基準又は費用進行基準を採用している。 
２．減価償却の会計処理方法 
（１）有形固定資産 
  定額法を採用している。 
  耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数

は以下のとおりである。 
   建物     １５ ～ ５０年 
   構築物    １０ ～ ２０年 
   工具器具備品  ４ ～  ６年  
  なお、国から承継した固定資産については、見積耐用年数で減価償却している。 

また、特定の償却資産（国立大学法人基準第８３）の減価償却相当額については、損益

外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。 
（２）無形固定資産 
  定額法を採用している。 
  なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に

基づいている。 
３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

教職員の退職給付に備えるため、運営費交付金により財源措置がされない退職一時金に

ついては、当該事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上している。 
  なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基

準第３５に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上してい

る。 
４．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

教職員の賞与に充てるため、運営費交付金により財源措置がされない将来の支給見込み

額のうち、当該事業年度の負担額を計上している。 
５．徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準 

将来の貸倒による損失に備えるため、貸倒懸念債権等特定の債権について個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 
６．有価証券の評価基準及び評価方法 
（１） 満期保有目的債券 
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償却原価法（定額法） 
（２） その他有価証券 

期末日の市場価格等に基づく時価法 
   （評価差額は全部資本直入法により処理している。） 
７．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。 
８．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法  
  近隣の地代や賃借料及び条例等を参考に計算している。 
（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 
  １０年利付政府保証債の平成１９年３月末利回りを参考に１．６５％で計算している。 
９．リース取引の会計処理 

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
また、リース期間の中途において契約を解除することができないオペレーティング・リ

ース取引の未経過リース料は以下のとおり。 
（１） 貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料 ５，７３１千円 
（２） 貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料   － 千円 
10．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金及び要求払預金としている。 
11．消費税等の会計処理 
  消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。 
12．財務諸表及び附属明細書の表示方法 
  財務諸表及び附属明細書の金額については、千円未満を切捨てしている。 
  なお、利益の処分に関する書類については、円単位で表示している。 
（会計方針の変更） 
 固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準 
  当事業年度より、固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準「固定資産の減損に係る

国立大学法人会計基準の設定及び国立大学法人会計基準の改訂について」（国立大学法人会

計基準等検討会議 平成１７年１２月２２日）及び「「固定資産の減損に係る国立大学法人

会計基準」及び「固定資産の減損に係る国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文

部科学省、日本公認会計士協会 平成１９年３月１日）を適用している。これによる損益

に与える影響はないが、資本剰余金は８４，８７５千円減少している。 
 
Ⅱ．貸借対照表 
 運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額は、５，３５０，３４７千円である。 
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Ⅲ．キャッシュ・フロー計算書 
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 
現金及び預金 ２，９３２，２７５千円 
資金期末残高 ２，９３２，２７５千円 

 
Ⅳ．固定資産の減損関係 
１．減損を認識した固定資産に関する事項 
（１）ボイラー室 
   ・用途   ボイラー室 

・種類   建物、建物附属設備 
   ・場所   国立西キャンパス 東京都国立市 

・帳簿価額 ８４，８７５千円 
・減損の認識に至った経緯 
  当該資産が遊休状態となっており、使用が想定されていない。 
・減損額は８４，８７５千円であり、損失処理額はなく、損益外処理額は建物 
８，４２３千円、建物附属設備７６，４５１千円である。 

   ・ボイラー室（建物）と、その設備として使用される貯槽、冷暖房装置（いずれも建

物附属設備）は補完的な関係にあるため、減損の兆候の有無について、複数の固定

資産を一体として判定している。 
   ・回収可能サービス価額は正味売却価額であり、取り壊し見込みであるため、ゼロ評

価している。 
２．減損の兆候が認められた固定資産（減損を認識した場合を除く）に関する事項 
（１）小平図書収蔵庫 
   ・用途   図書収蔵庫 

・種類   建物、建物附属設備 
   ・場所   小平国際キャンパス 東京都小平市 

・帳簿価額 ８０，７８６千円 
・認められた減損の兆候の概要   当該資産が、遊休状態となっている。 

   ・図書収蔵庫（建物）と、その設備として使用される照明装置、通信装置、冷暖房装

置、消火装置等（いずれも建物附属設備）は補完的な関係にあるため、減損の兆候

の有無について、複数の固定資産を一体として判定している。 
   ・学内に設置された施設マネジメント委員会において、今後の有効活用に向け使用計

画の検討が行われている。また、小平国際キャンパスの保守契約の一部として、経

常的な保守管理業務が行われており、建物としての基本的な機能は現に有している。

よって、減損の認識はしていない。 
（２）国立東宿舎（ＣＧ～ＣＨ棟）敷地 
   ・用途   職員宿舎用土地 

・種類   土地 
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   ・場所   東京都国立市 
・帳簿価額 ３８５，０００千円 
・認められた減損の兆候の概要    当該資産が遊休状態になっている。 
・ 帳簿価額が回収可能サービス価額を上回っていないため、減損の認識はしていない。

なお、回収可能サービス価額は正味売却価額であり、不動産鑑定評価額等により算

定している。 
（３）電話加入権 
   ・用途   電話加入権 

・種類   電話加入権 
   ・場所   国立西キャンパス 東京都国立市 

・帳簿価額 ８４５千円 
・認められた減損の兆候の概要    当該資産の市場価格が著しく下落している。 
・ 帳簿価額が回収可能サービス価額を上回っていないため、減損の認識はしていない。

なお、回収可能サービス価額は、正味売却価額より高い使用価値相当額を採用して

おり、ＮＴＴの公定価格により算定している。 
 
Ⅴ．重要な債務負担行為 
  該当なし。 
 
Ⅵ．重要な後発事象 
  該当なし。 
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2.たな卸資産の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２

3.無償使用国有財産等の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３
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10-3 退職給付引当金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３

11.保証債務の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４

12.資本金及び資本剰余金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５

13.積立金の明細及び目的積立金の取崩しの明細

13-1 積立金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６

13-2 目的積立金の取崩しの明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７

14.業務費及び一般管理費の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １８

15.運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

15-1 運営費交付金債務 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０

15-2 運営費交付金収益 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１

16.運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
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17.役員及び教職員の給与の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４

18.開示すべきセグメント情報 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５

19.寄附金の明細 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６
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24.上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細・・・・・・・・・・・・ ３１



差引当期末

当期償却額 当期損益内 当期損益外 残　　　　 高

建物
26,261,738 10,034 575 26,271,198 3,563,864 1,178,720 84,875 - 84,875 22,622,458

構築物
914,085 - 118 913,967 292,842 89,748 - - - 621,125

工具器具備品
217,942 - - 217,942 143,724 39,105 - - - 74,218

図書
179,848 - - 179,848 - - - - - 179,848

船舶
6,333 - - 6,333 2,834 849 - - - 3,498

車両運搬具
11,383 - - 11,383 7,266 2,422 - - - 4,117

計
27,591,332 10,034 693 27,600,674 4,010,533 1,310,846 84,875 - 84,875 23,505,265

建物
535,970 28,410 - 564,381 69,123 26,548 - - - 495,257

構築物
35,024 5,439 - 40,463 5,317 2,315 - - - 35,145

工具器具備品
174,196 44,769 - 218,966 48,432 27,705 - - - 170,533

図書
12,609,553 188,753 11,991 12,786,315 - - - - - 12,786,315

計
13,354,744 267,372 11,991 13,610,126 122,874 56,569 - - - 13,487,251

土地
134,364,778 - - 134,364,778 - - - - - 134,364,778

非償却資
産

美術品・収蔵品
747,168 - - 747,168 - - - - - 747,168

計
135,111,947 - - 135,111,947 - - - - - 135,111,947

土地
134,364,778 - - 134,364,778 - - - - - 134,364,778

建物
26,797,709 38,444 575 26,835,579 3,632,988 1,205,268 84,875 - 84,875 23,117,715

構築物
949,110 5,439 118 954,431 298,160 92,063 - - - 656,270

工具器具備品
392,139 44,769 - 436,909 192,157 66,811 - - - 244,751

図書
12,789,401 188,753 11,991 12,966,164 - - - - - 12,966,164

美術品・収蔵品
747,168 - - 747,168 - - - - - 747,168

船舶
6,333 - - 6,333 2,834 849 - - - 3,498

車両・運搬具
11,383 - - 11,383 7,266 2,422 - - - 4,117

計
176,058,024 277,407 12,684 176,322,748 4,133,408 1,367,415 84,875 - 84,875 172,104,464

ソフトウエア
115,220 3,929 - 119,149 81,699 17,477 - - - 37,450

電話加入権
845 - - 845 - - - - - 845

計
116,065 3,929 - 119,994 81,699 17,477 - - - 38,295

投資有価証券
342,975 21,888 212,503 152,359 - - - - - 152,359

預託金
19 15 - 35 - - - - - 35

計
342,994 21,903 212,503 152,395 - - - - - 152,395

有形固定
資産（特定
償却資産）

その他の資
産

有形固定
資産合計

無形固定
資産

有形固定
資産（特定
償却資産
以外）

（１）　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第83　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も
　　含む。）及び減損損失の明細

（単位：千円）

減損損失累計額 摘
要

減価償却累計額
資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

1



該当なし

（２）　たな卸資産の明細

2



区分 種別 所在地 面積 構造
機会費用の金

額
摘要

（㎡） （千円）

記念碑
中央区銀座6-
10-1

1.21 － 1

給水管路
国立市東1-1-
1、東1-12、東
3-7

14.74 － 1

給水管路等 国立市中2-1 5.04 － 19

小計 20.99 23

20.99 23合　　　　　計

（３）　無償使用国有財産等の明細

土　　　地

3



該当なし

（４）　ＰＦＩの明細

4



（単位：千円）

銘柄 取得総額 時価
貸借対照表

計上額
当期損益に含ま

れた評価損
摘要

－ － － － －

計 － － － －

種類及び
銘柄

取得価額 券面総額
貸借対照表

計上額
当期損益に含ま
れた評価差額

摘要

利付国債
２年

204,844 205,000 204,959 －
償還期間
１年以内

計 204,844 205,000 204,959 －

貸借対照表計上
額

204,959

満期保有目的債
券

（５）有価証券の明細

（５）－１　流動資産として計上された有価証券

売買目的有価証
券

5



（単位：千円）

種類及び
銘柄

取得価額 券面総額
貸借対照表

計上額
当期損益に含ま
れた評価差額

千葉県公
債５年

99,900 100,000 99,941 －

計 99,900 100,000 99,941 －

銘柄 取得価額
純資産に持分割
合を乗じた価額

貸借対照表
計上額

当期損益に含ま
れた評価差額

－ － － － －

計 － － － －

種類及び
銘柄

取得価額 時　　　価
貸借対照表

計上額
当期損益に含ま
れた評価差額

その他有価証
券評価差額

摘要

東京電力
（株）株式

30,631 52,418 52,418 － 21,786

計 30,631 52,418 52,418 － 21,786

貸借対照表計
上額

152,359

その他有価証
券

関係会社株式

摘要

満期保有目的
債券

（５）－２　投資その他の資産として計上された有価証券

摘要

6



該当なし

（６）　出資金の明細

7



該当なし

（７）　長期貸付金の明細

8



該当なし

（８）　借入金の明細

9



該当なし

（９）　国立大学法人等債の明細

10



（単位：千円）

目的使用 その他

賞与引当金 1,322 3,646 1,322 － 3,646

合計 1,322 3,646 1,322 － 3,646

期末残高 摘要

（１０）－１　引当金の明細

区分 期首残高 当期増加額
当期減少額

11



（単位：千円）

期首残高 当期増加額 期末残高 期首残高 当期増加額 期末残高

未収学生納付金収入 43,631 7,997 51,628 7,242 △ 4,838 2,404

未収入金 29,565 30,114 59,680 1,830 － 1,830

計 73,197 38,112 111,309 9,073 △ 4,838 4,234

摘要

貸倒見積額
は貸倒懸念
債権等特定
の債権につ
いて個別に
回収可能性
を検討し、回
収不能見込
額を計上して
いる。

（１０）－２　貸付金等に対する貸倒引当金の明細

区分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

12



（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

16,998 980 － 17,979

退職一時金に係る債務 16,998 980 － 17,979

厚生年金基金に係る債務 － － － －

－ － － －

－ － － －

16,998 980 － 17,979

年金資産

退職給付引当金

（１０）－３　退職給付引当金の明細

区分

退職給付債務合計額

未認識過去勤務債務及び未認識数理計
算上の差異

13



該当なし

（１１）　保証債務の明細

14



（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

　　政府出資金 157,843,537 － － 157,843,537

計 157,843,537 － － 157,843,537

資本剰余金

　　国からの譲与 11,976 － － 11,976

　　施設費 464,974 10,034 － 475,009 固定資産の購入

　　運営費交付金 － － － －

　　授業料 － － － －

　　補助金等 3,656,210 － － 3,656,210

　　寄附金等 0 － － 0

　　目的積立金 － － － －

　　損益外固定資産

　　除売却差額

計 4,061,036 9,341 － 4,070,378

　　損益外減価償却

　　累計額

　　損益外減損損失

　　累計額

　　民間出えん金 － － － －

差　引　計 1,361,164 △ 1,386,379 △ 184 △ 25,030

4,010,5331841,310,8462,699,872
現物出資及び83特定の
償却資産の除却

（１２）　資本金及び資本剰余金の明細

区　　分

資本金

資本剰余金

△ 72,124 △ 693 △ 72,817－
現物出資及び83特定の
償却資産の除却

現物出資償却資産の減
損

－ 84,875 － 84,875

15



（１３）　積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

（単位：千円）
区　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　　要

教育研究の質
の向上及び組
織運営の改善
積立金

284,089 161,114 － 445,203

平成１８年１２
月２８日付け文
部科学大臣承
認

計 284,089 161,114 － 445,203 －

（１３）－１　積立金の明細

16



該当なし

（１３）－２　目的積立金の取崩しの明細

17



（１４）　業務費及び一般管理費の明細
（単位：千円）

教育経費
消耗品費 86,568
備品費 28,932
印刷製本費 48,003
水道光熱費 146,767
旅費交通費 28,358
通信運搬費 9,800
賃借料 11,250
車両燃料費 33
保守費 17,945
修繕費 80,346
広告宣伝費 2,686
行事費 4,377
諸会費 831
会議費 3,304
報酬・委託・手数料 236,979
奨学費 294,180
減価償却費 31,164
貸倒損失 8,270
徴収不能引当金繰入額 2,404
雑費 529 1,042,735

研究経費
消耗品費 209,783
備品費 42,724
印刷製本費 19,733
水道光熱費 58,578
旅費交通費 126,769
通信運搬費 13,781
賃借料 37,916
保守費 21,450
修繕費 25,485
広告宣伝費 6,537
行事費 7,860
諸会費 1,066
会議費 10,155
報酬・委託・手数料 138,725
減価償却費 17,258
雑費 1,496 739,325

教育研究支援経費
消耗品費 19,900
備品費 204,758
印刷製本費 7,551
水道光熱費 21,312
旅費交通費 8,156
通信運搬費 11,829
賃借料 94,466
保守費 7,715
修繕費 13,719
諸会費 425
会議費 930
報酬・委託・手数料 65,176
減価償却費 3,010
雑費 6 458,961

受託研究費 48,343
受託事業費 113,702
役員人件費

18



報酬 60,879
賞与 21,535
法定福利費 5,346 87,761

教員人件費
常勤教員給与

給料 2,462,555
諸手当 449,811
超過勤務手当 21,757
賞与 1,161,102
退職給付費用 425,853
法定福利費 511,787 5,032,867

非常勤教員給与
給料 335,384
諸手当 6,983
賞与 30,580
賞与引当金繰入額 3,646
退職給付費用 980
法定福利費 19,140 396,715 5,429,583

職員人件費
常勤職員給与

給料 636,119
諸手当 143,352
超過勤務手当 71,510
賞与 286,211
退職給付費用 171,994
法定福利費 134,785 1,443,972

非常勤職員給与
給料 261,439
諸手当 11,715
超過勤務手当 1,370
賞与 2,150
法定福利費 28,454 305,130 1,749,102

一般管理費
消耗品費 68,811
備品費 12,270
印刷製本費 40,310
水道光熱費 17,093
旅費交通費 13,545
通信運搬費 12,219
賃借料 13,942
車両燃料費 377
福利厚生費 5,249
保守費 44,629
修繕費 85,202
損害保険料 4,922
広告宣伝費 19,121
行事費 2,380
諸会費 5,032
会議費 2,286
報酬・委託・手数料 316,125
租税公課 15,361
減価償却費 20,961
雑費 4,992 704,836

注記
人件費の定義は、基本的に「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について

（ガイドライン）」の改訂について（平成１８年２月２２日付総管査第80－01号）によることとする。ここでいう常勤職
員とは、ガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等により
雇用する者を除いた職員のことであり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイ
ドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことである。

19



（単位：千円）

運営費交付金
収益

資産見返運
営費交付金

資本剰余金 小計

平成１６年度 451 － 451 － － 451 －

平成１７年度 426,585 － 426,585 － － 426,585 －

平成１８年度 － 5,824,314 5,398,703 9,347 － 5,408,051 416,262

合計 427,037 5,824,314 5,825,741 9,347 － 5,835,089 416,262

期末残高

（１５）　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

（１５）－１　運営費交付金債務

交付年度 期首残高 交付金当期交付額

当期振替額

20



（単位：千円）

業務等区分 １６年度交付分 １７年度交付分 １８年度交付分 合計

期間進行業務 － － 5,101,879 5,101,879

成果進行業務 451 8,437 99,758 108,648

費用進行業務 － 418,147 197,066 615,213

合計 451 426,585 5,398,703 5,825,741

（１５）－２　運営費交付金収益
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（１６）　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（単位：千円）

建設仮勘定見
返施設費

資本剰余金 その他

施設整備費補助金
（ｱｽﾍﾞｽﾄ対策事業）

35,370 － 6,151 29,218

施設整備費補助金
（営繕事業）

27,000 － 3,882 23,117

計 62,370 － 10,034 52,335

摘要

（１６）－１　施設費の明細

区分 当期交付額
左の会計処理内訳
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建設仮勘定見
返補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金
長期預り補
助金等

収益計上

研究拠点形成費等
補助金

60,098 － 5,083 - － 55,014

大学改革推進等補
助金

92,957 － － - － 89,999
2,957千円は次年度返還
予定

合計 153,055 － 5,083 - － 145,013

（１６）－２　補助金等の明細

（単位：千円）

区分 当期交付額

当期振替額

摘要
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                             （１７）　役員及び教職員の給与の明細

支 給 額  支 給 人 員 支 給 額  支 給 人 員

76,431 4 － －

(76,431) (－)

 非 常 勤 5,984 3 － －

計 82,415 7 － －

5,232,419 646 597,847 39

(5,232,419) (597,847)

 非 常 勤 649,624 652 － －

計 5,882,043 1,298 597,847 39

5,308,850 650 597,847 39

(5,308,850) (597,847)

 非 常 勤 655,608 655 － －

計 5,964,458 1,305 597,847 39

注記

④「常勤」欄の下段（　　）書きは、「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平
成１６年６月３日付人事課長１６文科人第８４号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する必要が
ある役職員」の支給額を記載している。

国立大学法人一橋大学職員退職手当規程

国立大学法人一橋大学役員給与規程
国立大学法人一橋大学役員退職手当規程
国立大学法人一橋大学職員給与規程

③人件費の定義は、基本的に「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等につ
いて（ガイドライン）」の改訂について（平成１８年２月２２日付総管査第80－01号）によることとする。ここでいう
常勤職員とは、ガイドライン中の「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究
費等により雇用する者を除いた職員のことであり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用す
る者及び「ガイドライン」における「派遣会社に支払う費用」以外の職員のことである。

②支給人員数は、年間平均支給人員数である。

①役員に対する報酬等の支給の基準並びに教職員に対する給与等の支給の基準は以下の規程に基づい
ている。

　役　　員

教 職 員

 常　　 勤

 常　　 勤

 常     勤

　合　  計

　　　　　　　　（単位：千円、人）

　　  区       分
報 酬 又 は 給 与 退 職 給 付
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（１８）　開示すべきセグメント情報

該当なし
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（単位：千円）

区分 当期受入 件数 摘要

（千円） （件）

741,549 467

合計 741,549 467

（１９）　寄附金の明細

全学
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（単位：千円）

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

全学 2,827 41,251 39,232 4,846

合計 2,827 41,251 39,232 4,846

（２０）　受託研究の明細
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（単位：千円）

区分 期首残高 当期受入額 受託研究等収益 期末残高

全学 6,238 8,285 9,110 5,413

合計 6,238 8,285 9,110 5,413

（２１）　共同研究の明細
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（単位：千円）

区分 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高

ＪＩＣＥ大学教育付帯講座 － 5,500 － 5,500

大学国際戦略本部強化事業 － 15,767 12,629 3,137

その他の事業 － 102,439 101,072 1,367

合計 － 123,706 113,702 10,004

注記 事業等の目的により区分を行っている。
期末残高のうち、3,334千円は、次年度返還予定のため、預り金へ振替を行っ
ている。

（２２）　受託事業等の明細
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（単位：千円）

種　　　　目 当期受入 件　　　数 摘　　　要

(607,900)

125,940

(369,870)

32,762

(14,291)

4,287

(4,130)

－

(996,191)

162,989

（２３）　科学研究費補助金の明細

科学研究費 174

研究拠点形成費等補助金（２
１世紀ＣＯＥプログラム）

4

産業技術研究助成事業費助
成金

2

二国間学術交流事業 3

合　　　計 183

30



（２４）　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

（単位：千円）

現金及び預金の明細

　現金 8,562

　普通預金 2,854,619

　郵便貯金 69,093

計 2,932,275

未払金の明細

（株）紀伊國屋書店 22,635

丸善八王子営業部 21,557

（株）芝通 13,696

（株）オープンテクノロジーズ 13,230

電脳（株） 11,730

　その他 966,150

計 1,048,999

31




